
JP 2015-125205 A 2015.7.6

10

(57)【要約】
【課題】常温において、簡便かつ安価な方法で非接触配
向と低駆動電圧化を同時に実現できる、安定的なゼロ面
アンカリング状態を活用した液晶表示素子およびその製
造方法を提供する。
【解決手段】上偏光板（１５ａ）を備えた上基板（１１
ａ）と、下偏光板（１５ｂ）を備えた下基板（１１ｂ）
との間に液晶（１４）が挟持され、上基板および下基板
の少なくとも一方の基板上に凹凸構造（１２）を有し、
上基板上、下基板上、および凹凸構造上のそれぞれに設
ける配向膜として、常温において方位角方向の配向規制
力がないゼロ面アンカリング状態を実現する物質（１３
）を用い、液晶の配向方向が凹凸構造によって規定され
た、ゼロ面アンカリング状態を活用した液晶表示素子で
あって、クロスニコルに配置された一対の偏光板の一方
の透過軸と、凹凸構造の長軸方向とを一致させている。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　上偏光板を備えた上基板と、下偏光板を備えた下基板との間に液晶が挟持され、前記上
基板および前記下基板の少なくとも一方の基板上に凹凸構造を有し、前記上基板上、前記
下基板上、および前記凹凸構造上のそれぞれに設ける配向膜として、常温において方位角
方向の配向規制力がないゼロ面アンカリング状態を実現する物質を用い、前記液晶の配向
方向が前記凹凸構造によって規定された、ゼロ面アンカリング状態を活用した液晶表示素
子であって、
　クロスニコルに配置された前記上偏光板と前記下偏光板の一方の透過軸と、前記凹凸構
造の長軸方向とを一致させた
　ゼロ面アンカリング状態を活用した液晶表示素子。
【請求項２】
　前記常温において方位角方向の配向規制力がないゼロ面アンカリング状態を実現する物
質は、０．１本／ｎｍ２のグラフト密度を有するポリマーブラシである
　請求項１に記載の液晶表示素子。
【請求項３】
　前記ポリマーブラシは、次の一般式（１）で表され、
【化１】

　一般式（１）において、ＸはＨ又はＣＨ３であり、ｍは正の整数であって、
　前記ポリマーブラシのガラス転移温度Ｔｇが－５℃以下である
　請求項１または２に記載の液晶表示素子。
【請求項４】
　前記凹凸構造は、櫛歯電極により形成されている
　請求項１から３のいずれか１項に記載の液晶表示素子。
【請求項５】
　液晶の一様配向を、加熱、加圧以外の方法を用いずに、ゼロ面アンカリング状態と凹凸
構造により実現し、クロスニコルに配置された一対の偏光板の一方の透過軸と、前記凹凸
構造の長軸方向とを一致させる工程を有する
　ゼロ面アンカリング状態を活用した液晶表示素子の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、簡便かつ安価な方法により非接触配向、低電圧駆動を実現するための、ゼロ
面アンカリング状態を活用した液晶表示素子およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、薄型、軽量、低消費電力などの特性を有していることから、携帯電話
、コンピュータ及びテレビのディスプレイなどの幅広い領域に用途が拡大している。液晶
ディスプレイの表示原理として、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＩＰＳ（Ｉ
ｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑ
ｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）など様々な表示モードが提案されているが、そのほとんどは、
基板によって液晶分子の配向方向を予め強制する必要がある。
【０００３】
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　液晶分子の配向方向を強制する方法として、基板上にポリイミドなどからなる配向膜を
形成した後に、レーヨンや綿などの布を巻いたローラーを回転数及びローラーと基板との
距離を一定に保った状態で回転させ、配向膜の表面を一方向に擦る方法（ラビング法）や
、偏光紫外線を照射してポリイミド膜表面に異方性を発生させる手法（光配向法）などが
採用されている。これらの処理により、液晶分子は、基板表面に強く束縛され、一定方向
に配向するようになる。その結果、ＦＬＣ以外の表示モードでは、原理的にメモリー性を
発現しなくなり、また、Ｖ－Ｓｈａｐｅモードなどの特殊な表示モード以外では、駆動閾
値が存在するようになる。
【０００４】
　一方、外場（電場、磁場など）によって液晶分子の配向方向を任意の方向に向け、その
状態を維持する（メモリーする）新たな概念のディスプレイも提案されている。このよう
な動作を実現するためには、基板表面の配向強制力（アンカリング）をなくす必要がある
が、その実現に向けて、液晶デバイスを完全ぬれ状態の液体－液晶界面で構成する手法が
提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【０００５】
　この方法では、液晶物質に不溶な物質（例えば、ポリスチレン）を混合し、液体－液晶
相分離を生じさせ、基板表面を液晶物質から相分離した液体相と強い親和性を持たせるか
、或いは、逆に液晶分子との非親和性を与えた２枚の基板間に充填し、液晶物質が液体層
でサンドイッチされた状態とし、基板表面の配向強制力がない、いわゆるゼロ面アンカリ
ングの状態を実現している。この手法では、更に界面活性剤として、液晶物質に不溶な物
質（例えば、ポリスチレン分子）と液晶分子双方に親和性を有する部分を１分子中に併せ
持つブロック共重合体を少量添加し、液体－液晶界面を安定化させる手法がとられている
。
【０００６】
　なお、本明細書において「ゼロ面アンカリング」とは、水平又は斜め方向の液晶分子の
配向を強制するが、面内方向の液晶分子の配向強制力はゼロの状態のこと、すなわち、基
板に対して水平方向に液晶分子を配向させるが、水平面内における液晶分子の配向強制力
がない状態のことを意味する。
【０００７】
　しかしながら、特許文献１の方法は、基板の表面処理、並びに液晶、液晶に添加する液
晶物質に不溶な物質、及び界面活性剤の絶妙なバランスによってゼロ面アンカリング状態
を実現しているため、そのバランスを適切に保持しなければ、液体と液晶との間の相分離
が不安定となり、所望の状態を実現することができない。
【０００８】
　また、基板の処理法によっては、時間の経過とともに基板の表面状態が変化するため、
ゼロ面アンカリング状態を安定して維持することができない。従って、ゼロ面アンカリン
グ状態を安定的に実現するためには、基板の表面処理方法、並びに液晶、液晶に添加する
液晶物質に不溶な物質、及び界面活性剤の種類や添加量を最適化しなければならず、条件
設定に多大な労力、時間及びコストを必要とする。
【０００９】
　そこで、上記のような問題を解決するために、本発明の発明者によって、平坦化処理を
施した基板にポリマーブラシを形成し、この基板間に液晶を挟持した液晶セルにおいて、
ポリマーブラシと液晶との共存部のＴｇ（ガラス転移温度）よりも高く且つ共存部の形状
を自由に変動させ得る温度に加熱することで、ゼロ面アンカリング状態を実現する方法（
ゼロ面アンカリング液晶配向法）が提案されている（例えば、特許文献２参照）。
【００１０】
　また、本発明の発明者によって、上記のゼロ面アンカリング液晶配向法を応用して、幾
何学的凹凸構造を有する基板にポリマーブラシを形成し、この基板間に液晶を挟持した液
晶セルにおいて、ポリマーブラシと液晶との共存部のＴｇよりも高く且つ共存部の形状を
自由に変動させ得る温度に加熱することで、非接触な手段によって液晶分子の配向を強制
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する方法（非接触液晶配向法）が提案されている（同じく、特許文献２参照）。
【００１１】
　ここで、本明細書において「非接触液晶配向法」とは、従来のラビング法のように配向
膜面を擦る必要のない液晶配向法を意味しており、この手法によって、液晶分子は、基板
に対して水平方向だけでなく、水平面内においても特定の方向に配向が強制される。
【００１２】
　さらに、本発明の発明者によって、上記のゼロ面アンカリング液晶配向法又は非接触液
晶配向法によって作製された液晶セルを備えた液晶表示装置が提案されている（同じく、
特許文献２参照）。
【００１３】
　これにより、ゼロ面アンカリング状態を簡便且つ安定的に実現する手法、及びその手法
により実現されたゼロ面アンカリング状態を利用した液晶表示装置、並びに非接触液晶配
向法を簡便且つ安定的に実現する手法、及びその手法により実現された液晶表示装置を、
低コストで容易に得ることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】特許第４０５３５３０号公報
【特許文献２】特開２０１３－２３１７５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　しかしながら、従来技術には、以下のような課題がある。
　すなわち、液晶表示装置のさらなる低消費電力化が求められており、液晶表示素子の低
電圧駆動を実現することが望まれている。
【００１６】
　また、液晶配向法としての従来技術としては、ラビング法、光配向法が実用化されてい
る。しかしながら、ラビング法は、画質低下／歩留まり低下の問題があり、光配向法は、
偏光ＵＶを用いるため、装置が高価でコストアップの要因となっていた。
【００１７】
　加えて、特許文献２に記載されたゼロ面アンカリング液晶配向法又は非接触液晶配向法
では、液晶セルを１００℃以上の高温に加熱しなければ、ゼロ面アンカリング状態を実現
することができず、実用化する際の障害となる恐れがある。
【００１８】
　本発明は、上記のような課題を解決するためになされたものであり、常温において、簡
便且つ安価な方法で非接触配向と低駆動電圧化を同時に実現できる、安定的なゼロ面アン
カリング状態を活用した液晶表示素子およびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明に係るゼロ面アンカリング状態を活用した液晶表示素子は、上偏光板を備えた上
基板と、下偏光板を備えた下基板との間に液晶が挟持され、上基板および下基板の少なく
とも一方の基板上に凹凸構造を有し、上基板上、下基板上、および凹凸構造上のそれぞれ
に設ける配向膜として、常温において方位角方向の配向規制力がないゼロ面アンカリング
状態を実現する物質を用い、液晶の配向方向が凹凸構造によって規定された、ゼロ面アン
カリング状態を活用した液晶表示素子であって、クロスニコルに配置された上偏光板と下
偏光板の一方の偏光板の透過軸と、凹凸構造の長軸方向とを一致させたものである。
【００２０】
　さらに、本発明に係るゼロ面アンカリング状態を活用した液晶表示素子の製造方法は、
液晶の一様配向を、加熱、加圧以外の方法を用いずに、ゼロ面アンカリング状態と凹凸構
造により実現し、クロスニコルに配置された一対の偏光板の一方の透過軸と、凹凸構造の
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長軸方向とを一致させる工程を有するものである。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、クロスニコルに配置された偏光板の一方の透過軸が、凹凸構造の長軸
方向と一致するように配置させることにより、常温において、簡便且つ安価な方法で非接
触配向と低駆動電圧化を同時に実現できる、安定的なゼロ面アンカリング状態を活用した
液晶表示素子およびその製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明のゼロ面アンカリング液晶配向法を用いて作製される液晶セルの断面図で
ある。
【図２】本発明のゼロ面アンカリング液晶配向法を用いて作製される液晶セルの拡大断面
図である。
【図３】（ａ）は幾何学的凹凸構造が形成されていない基板を用いた液晶セルの上面図で
あり、（ｂ）は幾何学的凹凸構造が形成された基板を用いた液晶セルの上面図である。
【図４】実施例で作製した液晶セルの配向状態を示す顕微鏡写真であり、（ａ）はクロス
ニコルに配置した２枚の偏光板の間に液晶セルを置き、一方の偏光板の透過軸を櫛歯電極
の方向に一致させた状態で撮影した写真であり、（ｂ）は偏光板のない状態で撮影した写
真である。
【図５】実施例で作製した本発明の液晶表示素子の断面構成図である。
【図６】実施例で作製した液晶セルについて、電圧と相対透過率との関係を表すグラフで
ある。
【図７】ポリイミド配向膜をラビング処理した強アンカリング状態の液晶セルについて、
電圧と相対透過率との関係を表すグラフである。
【図８】実施例で作製した液晶セルに電圧を印加/除去した際の透過率変化の測定結果を
示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明に係るゼロ面アンカリング液晶配向法及び非接触液晶配向法、並びにこれ
らを用いた液晶表示素子の好適な実施の形態につき図面を用いて説明するが、各図におい
て同一、又は相当する部分については、同一符号を付して説明する。
【００２４】
　実施の形態１．
　本実施の形態のゼロ面アンカリング液晶配向法は、平坦化処理を施した基板にポリマー
ブラシを形成し、この基板間に液晶を挟持した液晶セルにおいて、ポリマーブラシは、次
の一般式（１）で表され、
【化１】

　一般式（１）において、ＸはＨ又はＣＨ３であり、ｍは正の整数であって、ポリマーブ
ラシのＴｇ（ガラス転移温度）が－５℃以下であるものである。
【００２５】
　以下、本実施の形態のゼロ面アンカリング液晶配向法（以下、「ゼロ面配向法」と略す
。）について図面を用いて詳細に説明する。図１は、本実施の形態のゼロ面配向法を用い
て作製される液晶セルの断面図であり、図２は、この液晶セルの拡大断面図である。
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【００２６】
　図１及び２において、液晶セルは、ポリマーブラシ２を形成した基板１間に液晶５が挟
持された構造を有する。液晶５は、基板１上に形成されたポリマーブラシ２の表層部分に
浸透しており、液晶５と接したポリマーブラシ２の表層部分は膨潤している（図中では、
膨潤した状態は示していない）。
【００２７】
　本明細書においては、液晶５が浸透したポリマーブラシ２の部分を共存部４として表し
、液晶５が浸透していないポリマーブラシ２の部分をポリマーブラシ層３として表す。な
お、図１では、本発明を理解し易くする観点から、共存部４とポリマーブラシ層３とを明
確に区別して表したが、実際には、共存部４とポリマーブラシ層３との境界を区別するこ
とは難しい。
【００２８】
　本実施の形態のゼロ面配向法では、液晶セルにおいて、ポリマーブラシ２として、上記
の一般式（１）で表され、一般式（１）において、ＸはＨ又はＣＨ３であり、ｍは正の整
数であって、ポリマーブラシのＴｇが－５℃以下であるものを用いることにより、共存部
４のＴｇ（ガラス転移温度）が、常温（２５℃程度）よりもかなり低い温度になるので、
常温において、共存部４の形状を自由に変動させることができる。そのため、共存部４と
液晶５との界面において共存部４の状態が変化し、基板１に対して水平方向に液晶分子６
を配向強制しつつ、面内ではいずれの方向にも配向強制力をもたない状態（ゼロ面アンカ
リング状態）を共存部４に与えることができる。
【００２９】
　共存部４のＴｇは、使用するポリマーブラシ２及び液晶５の種類によって異なるため、
一義的に定義することはできないが、一般に、ポリマーブラシ２単独のＴｇに比べて低く
なる。また、共存部４のＴｇは、ポリマーブラシ２に対する液晶５の浸透の程度（すなわ
ち、ポリマーブラシ２と液晶５との割合）によっても変化する。具体的には、共存部４に
おいて、液晶５の割合が多い液晶５側の共存部４はＴｇが低く、液晶５の割合が少ないポ
リマーブラシ層３側の共存部４はＴｇが高くなる。
【００３０】
　しかしながら、ポリマーブラシ２として、上記一般式（１）で表され、一般式（１）に
おいて、ＸはＨ又はＣＨ３であり、ｍは正の整数であって、ポリマーブラシのＴｇが－５
℃以下であるものを用いることにより、共存部４のＴｇを、常温よりも十分低い温度にす
ることができるので、常温において、共存部４の形状を自由に変動させることができる。
【００３１】
　次に、本実施の形態のゼロ面配向法に用いられる液晶セル及びその製造方法について詳
細に説明する。本実施の形態のゼロ面配向法に用いられる液晶セルは、ポリマーブラシ２
を形成した基板１間に液晶５を注入することによって製造することができる。
【００３２】
　基板１としては、平坦化処理が施されていれば特に限定されず、当該技術分野において
一般に公知のものを用いることができる。基板の表面が凹凸構造を有する場合、液晶分子
が凹凸構造に沿って配向するため、ゼロ面アンカリング状態を実質的に実現できない。
【００３３】
　平坦化処理としては、特に限定されず、当該技術分野において公知の方法を用いて行う
ことができる。平坦化処理の例としては、基板１の表面に平坦化膜を形成する方法が挙げ
られ、例えば、ＵＶ硬化性の透明樹脂などを基板１の表面に塗布してＵＶ硬化すればよい
。
【００３４】
　基板１の例としては、アレイ基板及び対向基板が挙げられる。アレイ基板の例としては
、アクティブマトリックスアレイ基板が挙げられる。このアクティブマトリックスアレイ
基板は、一般的に、ガラス基板上にゲート配線及びソース配線がマトリックス状に配置さ
れており、その交点部分に、薄層トランジスタ（ＴＦＴ：Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎ
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ｓｉｓｔｏｒ）などのアクティブ素子が形成され、このアクティブ素子に画素電極が接続
されたものである。
【００３５】
　また、対向基板の例としては、カラーフィルタ基板が挙げられる。このカラーフィルタ
基板は、一般的に、ガラス基板上に、不要な光の漏れを防止するためにブラックマトリッ
クスを形成した後、Ｒ（赤）、Ｇ（緑）、Ｂ（青）の着色層をパターン形成し、必要に応
じて保護膜を形成し、画素電極に対向する対向電極を形成したものである。これらの基板
１を用いる場合、基板１の表面に透明樹脂を塗布して硬化し、平坦化膜を形成すればよい
。
【００３６】
　基板１上に形成されるポリマーブラシ２としては、上記一般式（１）で表され、一般式
（１）において、ＸはＨ又はＣＨ３であり、ｍは正の整数であって、ポリマーブラシのＴ
ｇが－５℃以下であるものを用いることができる。ここで、本明細書において「ポリマー
ブラシ２」とは、多数のグラフトポリマー鎖が高密度で基板１表面に対して垂直方向に伸
張した構造を有するものを意味する。
【００３７】
　一般的に、一端が基板１表面に固定されたグラフトポリマー鎖は、グラフト密度が低い
と、糸まり状の縮んだ構造をとるが、ポリマーブラシ２は、グラフト密度が高いため、隣
接したグラフトポリマー鎖の相互作用（立体反発）により、基板１表面に対して垂直方向
に伸張した構造をとる。
【００３８】
　なお、本明細書において「高密度」とは、隣接するグラフトポリマー鎖間で立体反発が
生じる程度に密集したグラフトポリマー鎖の密度を意味し、一般的に０．１本／ｎｍ２以
上、好ましくは０．１～１．２本／ｎｍ２の密度である。また、本明細書において「グラ
フトポリマー鎖の密度」とは、単位面積（ｎｍ２）あたりの基板１表面上に形成されたグ
ラフトポリマー鎖の本数を意味する。
【００３９】
　ポリマーブラシ２は、基板１の表面上でポリマーブラシ２の層を形成する。このポリマ
ーブラシ２の層の厚さは、特に限定されないが、一般に数十ｎｍ、具体的には１ｎｍ以上
１００ｎｍ未満、好ましくは１０ｎｍ～８０ｎｍである。また、このポリマーブラシ２の
層にはサイズ排除効果があり、一定の大きさの物質はポリマーブラシ２の層を通過するこ
とはできない。そのため、ポリマーブラシ２の層の厚さを薄くしても、下地から液晶５へ
の不純物の侵入を防止することができる。
【００４０】
　ポリマーブラシ２の形成方法としては、特に限定されず、当該技術分野において公知の
方法を用いて行うことができる。具体的には、ポリマーブラシ２は、ラジカル重合性モノ
マーをリビングラジカル重合させることにより形成することができる。ここで、本明細書
において「リビングラジカル重合」とは、ラジカル重合反応において、連鎖移動反応及び
停止反応が実質的に起こらず、ラジカル重合性モノマーが反応し尽くした後も連鎖成長末
端が活性を保持する重合反応のことを意味する。
【００４１】
　この重合反応では、重合反応終了後でも生成重合体の末端に重合活性を保持しており、
ラジカル重合性モノマーを加えると再び重合反応を開始させることができる。また、リビ
ングラジカル重合は、ラジカル重合性モノマーと重合開始剤との濃度比を調節することに
よって任意の平均分子量をもつ重合体の合成ができ、そして、生成する重合体の分子量分
布が極めて狭いなどの特徴がある。
【００４２】
　リビングラジカル重合の代表例は、原子移動ラジカル重合（ＡＴＲＰ：Ａｔｏｍ　Ｔｒ
ａｎｓｆｅｒ　Ｒａｄｉｃａｌ　Ｐｏｌｙｍｅｒｉｚａｔｉｏｎ）である。例えば、重合
開始剤の存在下で、ハロゲン化銅／リガンド錯体を用いてラジカル重合性モノマーの原子
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移動リビングラジカル重合を行う。高分子末端ハロゲンをハロゲン化銅／リガンド錯体が
引き抜くことにより可逆的に成長する成長ラジカルにラジカル重合性モノマーが付加して
進行し、十分な頻度での可逆的活性化・不活性化により分子量分布が規制される。
【００４３】
　リビングラジカル重合に用いられるラジカル重合性モノマーは、有機ラジカルの存在下
でラジカル重合を行うことが可能な不飽和結合を有するものであり、例えば、ｔ－ブチル
メタクリレート、ヘキシルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、ノニル
メタクリレート、ラウリルメタクリレート、ｎ－オクチルメタクリレートなどのメタクリ
レート系モノマー；ｔ－ブチルアクリレート、ヘキシルアクリレート、２－エチルヘキシ
ルアクリレート、ノニルアクリレート、ベンジルアクリレート、ラウリルアクリレート、
ｎ－オクチルアクリレートなどのアクリレート系モノマー；スチレン、スチレン誘導体（
例えば、ｏ－、ｍ－、ｐ－メトキシスチレン、ｏ－、ｍ－、ｐ－ｔ－ブトキシスチレン、
ｏ－、ｍ－、ｐ－クロロメチルスチレンなど）、ビニルエステル類（例えば、酢酸ビニル
、プロピオン酸ビニル、安息香酸ビニル、酢酸ビニルなど）、ビニルケトン類（例えば、
ビニルメチルケトン、ビニルヘキシルケトン、メチルイソプロペニルケトンなど）、Ｎ－
ビニル化合物（例えば、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルカルバ
ゾール、Ｎ－ビニルインドールなど）、（メタ）アクリル酸誘導体（例えば、アクリロニ
トリル、メタアクリロニトリル、アクリルアミド、イソプロピルアクリルアミド、メタク
リルアミドなど）、ハロゲン化ビニル類（例えば、塩化ビニル、塩化ビニリデン、テトラ
クロロエチレン、ヘキサクロロプレン、フッ化ビニルなど）などのビニルモノマーが挙げ
られる。これらの各種ラジカル重合性モノマーは、単独で使用しても、２種以上を併用し
てもよい。
【００４４】
　重合開始剤としては、特に限定されず、リビングラジカル重合で一般的に公知のものを
使用することができる。重合開始剤の例としては、ｐ－クロロメチルスチレン、α－ジク
ロロキシレン、α，α－ジクロロキシレン、α，α－ジブロモキシレン、ヘキサキス（α
－ブロモメチル）ベンゼン、塩化ベンジル、臭化ベンジル、１－ブロモ－１－フェニルエ
タン、１－クロロ－１－フェニルエタンなどのベンジルハロゲン化物；プロピル－２－ブ
ロモプロピオネート、メチル－２－クロロプロピオネート、エチル－２－クロロプロピオ
ネート、メチル－２－ブロモプロピオネート、エチル－２－ブロモイソブチレート（ＥＢ
ＩＢ）などのα位がハロゲン化されたカルボン酸；ｐ－トルエンスルホニルクロリド（Ｔ
ｓＣｌ）などのトシルハロゲン化物；テトラクロロメタン、トリブロモメタン、１－ビニ
ルエチルクロリド、１－ビニルエチルブロミドなどのアルキルハロゲン化物；ジメチルリ
ン酸クロリドなどのリン酸エステルのハロゲン誘導体が挙げられる。これらの各種重合開
始剤は、単独で使用しても、２種以上を併用してもよい。
【００４５】
　ハロゲン化銅／リガンド錯体を与えるハロゲン化銅としては、特に限定されず、リビン
グラジカル重合で一般的に公知のものを使用することができる。ハロゲン化銅の例として
は、ＣｕＢｒ、ＣｕＣｌ、ＣｕＩなどが挙げられる。これらの各種ハロゲン化銅は、単独
で使用しても、２種以上を併用してもよい。
【００４６】
　ハロゲン化銅／リガンド錯体を与えるリガンド化合物としては、特に限定されず、リビ
ングラジカル重合で一般的に公知のものを使用することができる。リガンド化合物の例と
しては、トリフェニルホスファン、４，４’－ジノニル－２，２’－ジピリジン（ｄＮｂ
ｉｐｙ）、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’Ｎ”－ペンタメチルジエチレントリアミン、１，１，４，
７，１０，１０－ヘキサメチルトリエチレンテトラアミンなどが挙げられる。これらの各
種リガンド化合物は、単独で使用しても、２種以上を併用してもよい。
【００４７】
　ラジカル重合性モノマー、重合開始剤、ハロゲン化銅及びリガンド化合物の量は、使用
する原料の種類に応じて適宜調節すればよいが、一般的に、重合開始剤１ｍｏｌに対して
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、ラジカル重合性モノマーが５～１０，０００ｍｏｌ、好ましくは５０～５，０００ｍｏ
ｌ、ハロゲン化銅が０．１～１００ｍｏｌ、好ましくは０．５～１００ｍｏｌ、リガンド
化合物が０．２～２００ｍｏｌ、好ましくは１．０～２００ｍｏｌである。
【００４８】
　リビングラジカル重合は、通常、無溶媒で行うが、リビングラジカル重合で一般的に使
用される溶媒を使用してもよい。使用可能な溶媒としては、例えば、ベンゼン、トルエン
、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド（ＤＭＦ）、ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）、アセ
トン、クロロホルム、四塩化炭素、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、酢酸エチル、トリフ
ルオロメチルベンゼンなどの有機溶媒；水、メタノール、エタノール、イソプロパノール
、ｎ－ブタノール、エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、１－メトキシ－２－プロパノ
ールなどの水性溶媒が挙げられる。これらの各種溶媒は、単独で使用しても、２種以上を
併用してもよい。また、溶媒の量は、使用する原料の種類に応じて適宜調節すればよいが
、一般的にラジカル重合性モノマー１ｇに対して、溶媒が０．０１～１００ｍＬ、好まし
くは０．０５～１０ｍＬである。
【００４９】
　リビングラジカル重合は、上記の原料を含むポリマーブラシ形成用溶液中に基板１を浸
漬し、加熱することによって行うことができる。加熱条件は、特に限定されることはなく
、使用する原料などに応じて適宜調節すればよいが、一般的に、加熱温度は６０～１５０
℃、加熱時間は０．１～１０時間である。この重合反応は、一般的に常圧で行われるが、
加圧又は減圧しても構わない。なお、基板１は、必要に応じて、ポリマーブラシ２の形成
前に洗浄を行ってもよい。
【００５０】
　リビングラジカル重合により形成されるポリマーブラシ２の分子量は、反応温度、反応
時間や使用する原料の種類や量によって調整可能であるが、一般的に数平均分子量が５０
０～１，０００，０００、好ましくは１，０００～５００，０００のポリマーブラシ２を
形成することができる。また、ポリマーブラシ２の分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、１．０
５～１．６０の間に制御することができる。
【００５１】
　ポリマーブラシ２は、基板１とポリマーブラシ２との間の固着性を高める観点から、必
要に応じて、固定化膜を介して基板１の表面上に形成してもよい。固定化膜としては、基
板１及びポリマーブラシ２との固着性に優れたものであれば特に限定されることはなく、
リビングラジカル重合で一般的に公知のものを使用することができる。固定化膜の例とし
ては、次の一般式（２）で表されるアルコキシシラン化合物から形成される膜が挙げられ
る。
【００５２】
【化２】

【００５３】
　一般式（２）において、Ｒ１はそれぞれ独立してＣ１～Ｃ３のアルキル基、好ましくは
メチル基又はエチル基であり、Ｒ２はそれぞれ独立してメチル基又はエチル基であり、Ｘ
はハロゲン原子、好ましくはＢｒであり、ｎは３～１０の整数、より好ましくは４～８の
整数である。
【００５４】
　固定化膜には、ポリマーブラシ２が共有結合していることが好ましい。固定化膜とポリ
マーブラシ２とが結合力の強い共有結合で結ばれていれば、ポリマーブラシ２の剥がれを
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十分に防止することができる。その結果、液晶セルの特性が低下する可能性が低くなり、
液晶セルの信頼性が向上する。
【００５５】
　固定化膜の形成方法は、特に限定されず、使用する材料に応じて適宜設定すればよい。
例えば、固定化膜形成用溶液に、基板１を浸漬させた後、乾燥させることによって固定化
膜を形成することができる。ここで、所定の部分に固定化膜を形成させるために、固定化
膜を形成させない部分にマスキングを施してもよい。また、基板１は、必要に応じて、固
定化膜の形成前に洗浄を行ってもよい。
【００５６】
　ポリマーブラシ２を形成した２つの基板１間に液晶５を注入する方法としては、特に限
定されず、毛細管現象を利用した真空注入法、液晶滴下注入法（ＯＤＦ：Ｏｎｅ　Ｄｒｏ
ｐ　Ｆｉｌｌ）などの公知の方法を用いることができる。例えば、毛細管現象を利用した
真空注入法を用いる場合には、次のようにして行えばよい。
【００５７】
　まず、一方の基板１上にフォトリソグラフィーなどの公知の方法によってスペーサー、
固定化膜（必要な場合）及びポリマーブラシ２を形成する。他方の基板１上には、電極、
固定化膜（必要な場合）及びポリマーブラシ２を形成する。ここで、面内に配向強制力が
ないゼロ面アンカリング状態とするためには、基板１上に電極を形成した後、平坦化膜な
どを形成することによって平坦化し、その上に固定化膜（必要な場合）及びポリマーブラ
シ２を形成する。
【００５８】
　次に、一方の基板１を洗浄して乾燥させた後、シール材を塗布し、他方の基板１と重ね
合わせ、加熱又はＵＶ照射などによってシール材を硬化させて接着する。ここで、シール
材の一部には、液晶５を注入するための注入口を開けておく必要がある。次に、注入口か
ら真空注入法によって基板１の間に液晶５を注入した後、注入口を封止する。
【００５９】
　本発明において用いられる液晶５としては、特に限定されず、当該技術分野において公
知のものを用いることができる。その中でも、液晶５としては、液晶５のＮＩ点（Ｎ相か
らＩ相への相転移温度）が共存部４のＴｇよりも高いものが好ましい。
【００６０】
　上記のようにして行われる本実施の形態のゼロ面配向法によれば、液晶分子６を基板１
に対して水平方向の配向強制力は有するが、面内の配向強制力がないゼロ面アンカリング
状態を、常温において、簡便且つ安定的に実現することができる。
【００６１】
　本実施の形態のゼロ面配向法を用いて作製された液晶セルは、上記のような特性を有す
るため、液晶表示素子に用いることができる。この液晶表示素子において、液晶セル以外
の構成は特に限定されず、当該技術分野において公知の構成を採用することができる。
【００６２】
　本実施の形態の液晶表示素子は、外場の変化による液晶配向回転手段によって液晶のス
イッチングを行うことができる。外場としては、特に限定されず、電場、磁場、光照射又
はこれらの組み合わせを用いることができる。
【００６３】
　例えば、外場に電場を用いる場合、対向する２枚の基板１にそれぞれ櫛歯電極を線対称
になるように配置し、回転させたい方向によって電場を印加する基板１を選択する方法や
、９０度毎に４つの電極を配置し、対向する２つの電極間に異なる電圧（一般には、位相
の揃った低周波の交流）を印加する方法がある。後者の方法では、直交した２つの電場の
比を変えることにより、合成された電場の方向を任意の角度に向けることができる。また
、外場に光照射を用いる場合、アゾ基を持つ液晶分子を混合することによって配向回転ト
ルクを与えることができる。
【００６４】
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　実施の形態２．
　本実施の形態の非接触液晶配向法（以下、「非接触配向法」と略す。）は、上記のゼロ
面配向法を応用したものであり、ゼロ面配向法を、基板表面に形成した幾何学的凹凸構造
と組み合わせることで、非接触配向技術として活用することができる。
【００６５】
　すなわち、本実施の形態の非接触配向法は、幾何学的凹凸構造を有する基板にポリマー
ブラシを形成し、この基板間に液晶を挟持した液晶セルにおいて、ポリマーブラシは、次
の一般式（３）で表され、
【化３】

　一般式（３）において、ＸはＨ又はＣＨ３であり、ｍは正の整数であって、ポリマーブ
ラシのＴｇが－５℃以下であるものである。
【００６６】
　なお、本実施の形態の非接触配向法は、上記のゼロ面配向法を応用したものであり、ゼ
ロ面配向法と基本的な構成は同じであるため、ゼロ面配向法と異なる部分について主に説
明する。
【００６７】
　本実施の形態の非接触配向法においては、基板の表面に幾何学的凹凸構造が形成される
。幾何学的凹凸構造は、液晶５の配向方向を規定し、この構造に沿って液晶５を配向させ
る機能を果たす。ここで、図３に、幾何学的凹凸構造が形成されていない基板１を用いた
液晶セルの上面図（ａ）及び幾何学的凹凸構造が形成された基板１を用いた液晶セルの上
面図（ｂ）を示す。
【００６８】
　図３に示すように、幾何学的凹凸構造７が形成されていない基板１を用いた液晶セルで
は、基板１に対して水平方向への液晶分子６の配向制御が可能であるものの、その水平面
での配向方向を制御することはできない。これに対して、幾何学的凹凸構造７が形成され
た基板１を用いた液晶セルでは、基板１に対して水平方向への液晶分子６の配向制御だけ
でなく、その水平面における液晶分子６の配向方向を幾何学的凹凸構造７に沿って配向さ
せることができる。
【００６９】
　本実施の形態の非接触配向法では、幾何学的凹凸構造７を有する基板を用いて作製され
た液晶セルにおいて、ポリマーブラシとして、上記一般式（３）で表され、一般式（３）
において、ＸはＨ又はＣＨ３であり、ｍは正の整数であって、ポリマーブラシのＴｇが－
５℃以下であるものを用いることにより、共存部４のＴｇが、常温よりもかなり低い温度
になるので、常温において、共存部４の形状を自由に変動させることができる。そのため
、液晶分子６を基板に水平且つ幾何学的凹凸構造７に沿って配向させることができる。
【００７０】
　幾何学的凹凸構造７としては、特に限定されないが、例えば、リブ構造や電極構造など
が挙げられる。特に、幾何学的凹凸構造７が、櫛歯電極などの電極構造であれば、液晶５
の配向方向を強制するための構造を別途形成する必要がないため、液晶セルの製造効率の
向上及び製造コストの削減につながる。幾何学的凹凸構造７を形成する方法としては、特
に限定されず、公知の方法に準じて行うことができる。
【００７１】
　本実施の形態の非接触配向法を用いて作製された液晶セルは、上記のような特性を有す
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るため、液晶表示素子に用いることができる。この液晶表示素子において、液晶セル以外
の構成は特に限定されず、当該技術分野において公知の構成を採用することができる。
【００７２】
　本実施の形態の非接触配向技術によって製作された液晶表示素子は、従来のラビング処
理や磁場配向法に起因する様々な問題を防止することができると共に、磁場配向装置や加
熱装置などの新たな設備を導入する必要もなく、設備投資費用を抑制することができる。
また、セル状態で配向処理が為されるため、ラビング処理で生じる配向軸のずれ（ラビン
グ方向のずれ、重ねずれ）もなく、コントラストなどの特性も向上することができる。
【実施例】
【００７３】
　以下、実施例を示して本発明を具体的に説明するが、本発明は下記の実施例に限定され
るものではない。酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）からなる櫛歯電極を形成したガラス基板
及び約３μｍの高さのフォトスペーサーを形成した対向ガラス基板を用意し、ポリマーブ
ラシを形成させる必要がない部分をマスキングした。次に、エタノール３８ｇ、アンモニ
ア水（２８％）２ｇ、２－ブロモ－２－メチルプロピオニロキシヘキシルトリエトキシシ
ラン（ＢＨＥ）０．４ｇを含む固定化膜形成用溶液に、マスキングを施した２つのガラス
基板を常温で一晩浸漬させた後、乾燥させることによって固定化膜を形成した。
【００７４】
　次に、固定化膜を形成した２つのガラス基板を洗浄し、乾燥させた後、ヘキシルメタク
リレート（ラジカル重合性モノマー、１７．２ｇ、０．１０１ｍｏｌ)、エチル－２－ブ
ロモイソブチレート（重合開始剤、０．０４５g、０．２３ｍｍｏｌ）、ＣｕＢｒ（ハロ
ゲン化銅、０．０９６ｇ、０．６７ｍｍｏｌ）及びペンタメチルジエチレントリアミン（
リガンド化合物、０．１６７ｇ、０．９６ｍｍｏｌ）をアニソールに溶解させたポリマー
ブラシ形成用溶液に浸漬させ、９０℃で４時間加熱してリビングラジカル重合させること
により、ポリマーブラシ（以下、「ＰＨＭＡブラシ」という。）を形成した。次に、ＰＨ
ＭＡブラシを形成した２つのガラス基板を洗浄し、乾燥させた。
【００７５】
　形成されたＰＨＭＡブラシの分子量について、ＧＰＣ測定装置（日本分光株式会社製Ｌ
Ｃ－２０００ｐｌｕｓ）を用いて評価した。標準試料にはポリメチルメタクリレートを用
い、検出器にはＵＶ検出器を用いた。その結果、このＰＨＭＡブラシは、数平均分子量（
Ｍｎ）が６９，０００、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が１．３６であった。
【００７６】
　また、ＰＨＭＡブラシの層（ＰＨＭＡブラシ層）の厚さについて、Ｘ線反射率測定装置
（株式会社リガク製Ｕｌｔｉｍａ　ＩＶ）を用いて評価した。その結果、ＰＨＭＡブラシ
の層の厚さは４４．５ｎｍであった。また、ＰＨＭＡブラシのグラフト密度について評価
した結果、０．４６本／ｎｍ２であった。
【００７７】
　次に、ＰＨＭＡブラシが形成されたガラス基板の一方にシール剤を塗布した後、２つの
ガラス基板を貼り合わせ、窒素雰囲気下、１２０℃で２時間加熱することによってシール
剤を硬化させた。そして、常温において、２つのガラス基板の間に液晶（チッソ株式会社
製ＪＣ－５０５１××、ＮＩ点：１１２℃）を真空注入法によって注入し、液晶注入完了
後、注入口を閉じて封止することによって液晶セルを作製した。
【００７８】
　ここで、常温で液晶を注入した直後の液晶セルの配向状態を観察した結果を示す顕微鏡
写真を図４に示す。図４において、（ａ）はクロスニコル配置した２枚の偏光板の間に液
晶セルを置き、一方の偏光板の透過軸を櫛歯電極の方向に一致させた状態で撮影した写真
であり、（ｂ）は偏光板のない状態で撮影した写真である。これらの顕微鏡写真からも明
らかなように、液晶分子が配線に沿って均一に配向していることが確認された。
【００７９】
　そこで、これらの検証結果を踏まえると、図５に示すような構成の液晶表示素子を実現
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できる。図５では、上基板１１ａと下基板１１ｂのうち、下基板１１ｂ側に凹凸構造１２
を有している場合を例示している。ここで、凹凸構造１２は、上基板１１ａ側だけに設け
る、あるいは、上基板１１ａと下基板１１ｂの両方に設けることも可能である。換言する
と、凹凸構造１２は、実用上の液晶表示素子ではＴＦＴ基板側、カラーフィルタ基板側の
いずれか一方、あるいは両方に設けることができる。
【００８０】
　上基板１１ａ上、下基板１１ｂ上、および下基板１１ｂに設けられた凹凸構造１２上に
は、ポリマーブラシ１３が形成されている。そして、上基板１１ａと下基板１１ｂとの間
に液晶１４が挟持されている。さらに、上基板１１ａの上側には上偏光板１５ａが設けら
れており、下基板１１ｂの下側には下偏光板１５ｂが設けられている。
【００８１】
　ここで、上偏光板１５ａと下偏光板１５ｂとは、クロスニコルに配置されており、さら
に、いずれか一方の偏光板の透過軸が、凹凸構造１２と平行となって構成されている。す
なわち、凹凸構造１２が櫛歯電極で形成されていたとすると、上偏光板１５ａあるいは下
偏光板１５ｂのいずれか一方の偏光板の透過軸が、櫛歯電極の長軸方向と平行になるよう
に配置されている。
【００８２】
　次に、ＬＣＤ評価装置（大塚電子株式会社製ＬＣＤ－５２００）を用い、図５の構成と
して作製した液晶セルについて、２５℃において、電圧と相対透過率との関係を測定した
。この関係を表すグラフを図６に示す。また、図６と対比するために、ポリイミド（ＰＩ
）配向膜をラビング処理した強アンカリング状態の液晶セルについて、２５℃において、
電圧と相対透過率との関係を測定したグラフを図７に示す。
【００８３】
　なお、相対透過率は、以下のようにして求められる。
　まず、光源と検出器との間に何も置かない状態を透過率１００％とし、検出器側への光
の入射を遮断した状態を透過率０％とする。
　続いて、ＬＣＤを光源と検出器との間に置き、電圧－透過率曲線を測定する。このとき
、透過率は、０～１００％の間の数値となる。
　次に、上記の方法で得られた電圧－透過率曲線の中から、最も透過率の高い値と最も低
い値をそれぞれ、１００％と０％として、電圧－透過率曲線を書き直す。このときの透過
率が相対透過率である。
【００８４】
　図６のグラフに示されているように、ＰＨＭＡブラシを用いた液晶セルでは、２５℃以
上の温度条件では、０Ｖに近い電圧で相対透過率の変化が始まっており、常温以上の温度
では、閾値電圧が０Ｖに極めて近い状態となっていることが確認された。これに対して、
図７のグラフに示されているように、強アンカリング状態の液晶セルの閾値電圧は約４．
５Ｖであることが確認された。このように、この実施例で作製した液晶セルでは、常温に
おいて、ゼロ面アンカリング状態が実現されていることが分かる。
【００８５】
　さらに、図６と図７とを比較すると、ゼロ面アンカリング状態である図６では、駆動電
圧が１．６Ｖ程度で最大の透過率が得られているのに対して、強アンカリング状態である
図７では、最大の透過率を得るためには８．５Ｖ程度の駆動電圧を必要としていることが
わかる。従って、図５の構成を備えた本発明の液晶表示素子を用いることで、低電圧駆動
を実現できることが確認できる。
【００８６】
　図８は、ＰＨＭＡブラシを用いた液晶セルに電圧を印加/除去した際の透過率変化を測
定した結果を示した図である。より具体的には、１００～２００ｍｓの間で、４Ｖの電圧
を印加した場合の透過率の変化を示している。この図８からわかるように、電圧印加時に
は、ゼロ面アンカリング状態である液晶が即座に反応し、透過率が急峻に上昇している。
一方、電圧ＯＦＦ時には、櫛歯電極に沿った平行な初期配向状態に液晶が戻るまでには、
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かる。
【００８７】
　以上の結果からわかるように、本発明によれば、水平又は斜め方向の液晶分子の配向強
制力は存在するが、面内方向の配向強制力はないゼロ面アンカリング状態を、常温におい
て、加熱、加圧以外の方法を用いずに、簡便且つ安定的に実現する手法、及びその手法に
より実現されたゼロ面アンカリング状態を利用した液晶表示素子を提供することができる
。また、本発明によれば、非接触配向法を、常温において、加熱、加圧以外の方法を用い
ずに、簡便且つ安定的に実現する手法、及びその手法により実現された液晶表示素子を提
供することができる。
【００８８】
　さらに、上基板、あるいは、下基板の少なくとも一方に凹凸構造を有する基板上に、配
向膜として、常温においてゼロ面アンカリング状態を実現する物質を形成し、クロスニコ
ルに配置した一対の偏光板の一方の透過軸が、凹凸構造の長軸方向と一致するように配置
して液晶表示素子を構成することで以下のような優れた効果を実現できる。
・簡便、且つ安価な方法で、非接触配向を実現できる。
・ラビングに起因する画質低下／歩留まり低下の問題を解決できる。
・光配向法のような高価な装置は不要であり、工程の簡略化、コストダウンが実現できる
。
・低電圧駆動が可能であり、低消費電力化が実現できる。
【符号の説明】
【００８９】
　１　基板、２　ポリマーブラシ、３　ポリマーブラシ層、４　共存部、５　液晶、６　
液晶分子、７　幾何学的凹凸構造、１１ａ　上基板、１１ｂ　下基板、１２　凹凸構造、
１３　ポリマーブラシ、１４　液晶、１５ａ　上偏光板、１５ｂ　下偏光板。
【図１】

【図２】

【図３】
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【図６】

【図７】

【図８】
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向。 一对偏振片以十字尼科尔关系布置，其中一对偏振片的透射轴对准
以与坚固结构的纵向一致。
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